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平成１８年２月期 個別財務諸表の概要       
平成１８年４月１４日 

会 社 名 株式会社 レイ 上場取引所 JASDAQ 
コ ー ド 番 号 4317 本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ http://www.ray.co.jp）  
代 表 者 役 職 名  代 表 取 締 役 社 長  

 氏 名  分 部 日 出 男  
問い合わせ先 責任者役職名  取 締 役  
 氏 名  川 﨑 富 士 朗 ＴＥＬ（０３）５４１０－４０５７ 
決算取締役会開催日  平成１８年４月１４日 中間配当制度の有無   ○有・無 
配当支払開始予定日  平成１８年５月３１日 単元株制度採用の有無    ○有（1単元 100株）・無
定時株主総会開催日  平成１８年５月３０日  
 
１． １８年２月期の業績（平成１７年３月１日～平成１８年２月２８日） 
(1) 経営成績                               (百万円未満切り捨て) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１８年２月期 667 (△ 78.5) 175 (△ 10.3) 173 (△ 9.7)
１７年２月期 3,097 (△ 47.6) 195 (△ 60.4) 191 (△ 60.5)

 

 
当 期 純 利 益

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
1 株 当 た り 当 期 純 利 益

株主資本
当期純利益率

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高
経常利益率

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％  ％ ％

１８年２月期 106 (△ 18.3) 7 65 7 65 5.3  4.3 26.0
１７年２月期 130 (△ 53.1) 18 87 18 71 6.8  4.6 6.2
（注）1．期中平均株式数  18 年２月期 13,945,011 株 17 年２月期 6,923,544 株 

2．会計処理の方法の変更  有・○無  
3．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

4．平成 17 年８月１日開催の取締役会決議に基づき、平成 17 年 10 月 20 日付をもって普通株式１株を２株に分割しておりま

す。なお上記１株当たり情報及び期中平均株式数は株式分割が期首にあったものとして算出しております。 

 

(2) 配当状況 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 

 中 間 期 末

配当金総額
（ 年 間 ）

配 当 性 向 
株 主 資 本
配 当 率

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円  ％ ％

１８年２月期 5 00 ――― 5 00 68  65.1 3.4
１７年２月期 7 00 ――― 7 00 48  37.1 2.5
 
(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

  百万円  百万円  ％ 円 銭

１８年２月期 3,744 2,049 54.7 147 70
１７年２月期 4,362 1,977 45.3 284 69

（注）1．期末発行済株式数  18 年２月期 13,874,380 株 17 年２月期 6,947,010 株 

2．期末自己株式数    18 年２月期 371,396 株 17 年２月期 114,278 株 

3．平成 17 年８月１日開催の取締役会決議に基づき、平成 17 年 10 月 20 日付をもって普通株式１株を２株に分割しておりま

す。なお１株当たり株主資本は株式分割後の株式数により算出しております。 

 
２． １９年２月期の業績予想（平成１８年３月１日～平成１９年２月２８日） 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

中 間 期 末  

  百万円  百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期  397  134 123 ――― ――― ――― 
通 期  691  173 145 ――― 5 00 5 00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）10 円 45 銭 （18 年２月期期末発行済株式数による。） 

（注）業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報を基に作成しており、実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異な

る結果となる可能性があります。また上記業績予想に関する事項は決算短信（連結）の 15 ページをご参照ください。 



－  － 
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６．個別財務諸表等 

（１）貸借対照表 

  
前事業年度 

（平成17年２月28日） 
当事業年度 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金  172,408  161,351

２．売掛金 ※５ 623,978  210

３．有価証券  591  591

４．貯蔵品  216  376

５．前渡金  85  －

６．前払費用  9,677  14,702

７．繰延税金資産  8,354  7,156

８. 関係会社短期貸付金  880,000  790,000

９．その他  42,714  4,307

流動資産合計  1,738,027 39.8  978,695 26.1

Ⅱ 固定資産   

(1）有形固定資産   

１．建物  28,578 28,981 

減価償却累計額  10,605 17,972 13,079 15,902

２．機械及び装置  435 435 

減価償却累計額  413 21 413 21

３．工具器具及び備品  38,984 46,407 

減価償却累計額  32,855 6,128 31,450 14,957

有形固定資産合計  24,122 0.6  30,882 0.8

(2）無形固定資産   

１．電話加入権  6,814  6,814

２．電話施設利用権  149  135

３．ソフトウェア  59,647  45,355

無形固定資産合計  66,610 1.5  52,305 1.4

 



－  － 
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前事業年度 

（平成17年２月28日） 
当事業年度 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

(3）投資その他の資産   

１．投資有価証券 ※１ 150,911  224,266

２．関係会社株式  2,011,636  2,121,674

３．出資金  114,281  131,780

４．長期貸付金  45,468  5,338

５．破産債権、更生債権そ
の他これらに準ずる
債権 

 116  116

６．繰延税金資産  35,783  －

７．敷金及び保証金  220,863  205,171

８．貸倒引当金  △ 45,584  △ 5,454

投資その他の資産合計  2,533,476 58.1  2,682,892 71.7

固定資産合計  2,624,210 60.2  2,766,079 73.9

資産合計  4,362,237 100.0  3,744,775 100.0

   

 
 



－  － 
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前事業年度 

（平成17年２月28日） 
当事業年度 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１．買掛金  632,865  411

２．短期借入金 ※１ 1,450,000  1,110,000

３．関係会社短期借入金  40,000  420,000

４．一年内返済予定長期借入
金 

※１ 100,000  50,000

５．未払金 ※５ 39,455  35,047

６．未払費用  7,747  8,440

７．未払法人税等  34,195  37,364

８．前受金  241  4,185

９．預り金  17,957  10,498

10．賞与引当金  10,790  14,204

11．その他  1,215  1,048

流動負債合計  2,334,470 53.5  1,681,200 44.9

Ⅱ 固定負債   

１．長期借入金 ※１ 50,000  －

２．繰延税金負債  －  14,331

固定負債合計  50,000 1.2  14,331 0.4

負債合計  2,384,470 54.7  1,695,531 45.3

 
 



－  － 

 

 

49

  
前事業年度 

（平成17年２月28日） 
当事業年度 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※２ 448,727 10.3  456,001 12.2

Ⅱ 資本剰余金   

１．資本準備金  450,446 457,663 

資本剰余金合計  450,446 10.3  457,663 12.2

Ⅲ 利益剰余金   

１．利益準備金  5,300 5,300 

２．任意積立金   

特別償却準備金  9,941 7,148 

別途積立金  160,000 160,000 

３．当期未処分利益  911,081 971,960 

利益剰余金合計  1,086,323 24.9  1,144,408 30.6

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

※４ 34,941 0.8  84,104 2.2

Ⅴ 自己株式 ※３ △ 42,671 △ 1.0  △ 92,934 △ 2.5

資本合計  1,977,767 45.3  2,049,243 54.7

負債・資本合計  4,362,237 100.0  3,744,775 100.0

    
 



－  － 
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（２）損益計算書 

  
前事業年度 

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※１  

１．経営管理収入  313,057 653,762 

２．商品売上高  501,878 － 

３．制作品売上高  2,282,231 － 

４．その他売上  － 3,097,168 100.0 13,388 667,150 100.0

Ⅱ 売上原価   

(1）商品売上原価   

１．商品期首棚卸高  19,091 － 

２．当期商品仕入高  457,709 － 

合計  476,801 － 

３．会社分割に伴う減少高  26,276 － 

４．商品期末棚卸高  － － 

商品売上原価  450,524 － 

(2）制作品売上原価  1,505,254 － 

(3）その他売上原価  － 1,955,779 63.1 8,153 8,153 1.2

売上総利益  1,141,388 36.9  658,996 98.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２ 946,009 30.6  483,748 72.5

営業利益  195,378 6.3  175,248 26.3

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息 ※１ 8,713 11,494 

２．受取配当金  1,840 1,798 

３．組合収益分配金  － 2,704 

４．その他  1,242 11,796 0.4 1,765 17,763 2.7

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息 ※１ 14,979 18,008 

２. 新株発行費償却  － 1,390 

３．その他  271 15,251 0.5 287 19,686 3.0

経常利益  191,924 6.2  173,324 26.0

Ⅵ 特別利益   

１. 投資有価証券売却益  － 23,330 

２．償却債権取立益  80 77 

３．貸倒引当金戻入額  856 936 0.0 30 23,437 3.5

 



－  － 
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前事業年度 

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅶ 特別損失   

１．固定資産除却損 ※３ 570 712 

２．投資有価証券評価損  397 967 0.0 3,285 3,998 0.6

税引前当期純利益  191,893 6.2  192,764 28.9

法人税、住民税及び事業
税 

 66,631 68,186 

法人税等調整額  △ 5,392 61,239 2.0  17,862 86,049 12.9

当期純利益  130,653 4.2  106,714 16.0

前期繰越利益  780,427  865,245

当期未処分利益  911,081  971,960

   

 



－  － 
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制作原価明細書 

  
前事業年度 

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  44,992 2.9 － －

Ⅱ 外注費  591,430 37.8 － －

Ⅲ 労務費  243,952 15.6 － －

Ⅳ 経費 ※１ 684,140 43.7 － －

当期総製造費用  1,564,515 100.0 － －

期首仕掛品たな卸高  122,516 － 

合計  1,687,032 － 

期末仕掛品たな卸高  － － 

会社分割に伴う減少高  181,777 － 

当期制作品売上原価  1,505,254 － 

    
 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

原価計算の方法は、個別原価計算によっております。 ────── 

※１ 経費の主な内訳は次のとおりであります。  
 
有形固定資産減価償却費 38,775千円

無形固定資産減価償却費 6,302千円

長期前払費用償却費 961千円

機材リース料 324,720千円

賃借料 105,223千円
  

 
 

 

 

 

 
 

 



－  － 
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（３）利益処分案 

  
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成17年５月26日） 

当事業年度 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   911,081  971,960 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

１．特別償却準備金取崩額  2,793 2,793 2,793 2,793 

合計   913,874  974,753 

Ⅲ 利益処分額      

１．配当金  48,629 48,629 69,371 69,371 

Ⅳ 次期繰越利益   865,245  905,381 

      
（注） 特別償却準備金は、租税特別措置法の規定に基づくものであります。 

 



－  － 
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

(1）子会社株式 (1）子会社株式 １．有価証券の評価基準及び

評価方法 総平均法による原価法 同左 

 (2）その他有価証券 (2）その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は総平均法により算定）

同左 

 時価のないもの 時価のないもの 

 総平均法による原価法 同左 

(1）デリバティブ (1）デリバティブ ２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法   時価法 同左 

(1）貯蔵品 (1）貯蔵品 ３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 最終仕入原価法 同左 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 ４．固定資産の減価償却の方

法 定率法 同左 

 主な耐用年数 主な耐用年数 

 建物         15年 

機械及び装置     ８年 

工具器具及び備品 ５～６年 

建物       15～18年 

機械及び装置     ８年 

工具器具及び備品 ２～５年 

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

 定額法 同左 

  なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

 

 (3）長期前払費用  

 定額法  

５．繰延資産の処理方法 (1）新株発行費 (1）新株発行費 

  支出時に全額費用として処理してお

ります。 

同左 

６．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 



－  － 
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項目 
前事業年度 

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

７．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

同左 

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

  従業員の賞与の支出に備えるため、

将来の支給見込額のうち当期負担額を

計上しております。 

同左 

８．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

９．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理   繰延ヘッジ処理 

 また、金利スワップ取引のうち「金

利スワップの特例処理」（金融商品に

係る会計基準注解（注14））の対象と

なる取引については、当該特例処理を

適用しております。 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…金利スワップ ヘッジ手段…同左 

 ヘッジ対象…借入金 ヘッジ対象…同左 

 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

 ヘッジの対象とするリスクは金利リ

スクとし、金利の変動リスクをヘッジ

する目的で取締役会の承認に基づきデ

リバティブ取引を利用しております。

同左 

 (4）ヘッジの有効性評価の方法 (4）ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッ

ジ対象の変動額の累計額を比較して有

効性を判定しております。 

同左 

(1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 10．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

税抜方式によっております。 

 

同左 
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会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

従来、子会社であるデジタルサイト株式会社及び株式

会社ウイーズ・ブレーンからの経営指導料等の業務委託

収入は主たる事業以外の付随業務として販売費及び一般

管理費からの控除項目として処理しておりましたが、平

成16年９月１日に持株会社制に移行したことに伴い、他

の新設子会社からの業務委託収入と同様に当下半期から

売上高として処理することにいたしました。 

この変更により、従来と同一の基準によった場合に比

べ、売上高が313,057千円増加し、営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益への影響はありません。 

また、同会計処理の変更は、当下半期において行われ

たため、当中間会計期間は従来の方法によっております。

従って、当中間会計期間において変更後の方法によっ

た場合、売上高が46,800千円増加し、営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益への影響はありません。 

────── 

 
表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

────── （損益計算書） 

前事業年度まで区分掲記しておりました「償却債権取

立益」及び「貸倒引当金戻入額」は、当事業年度におい

て、金額的重要性が乏しくなったため特別利益の「その

他」に含めて表示しております。 

なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている「償

却債権取立益」は77千円、「貸倒引当金戻入額」30千円

であります。 
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追加情報 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

────── （外形標準課税） 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号）に従い、法人事業税の付加

価値割及び資本割2,571千円を販売費及び一般管理費と

して処理しております。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 
前事業年度 

（平成17年２月28日） 
当事業年度 

（平成18年２月28日） 

※１ 担保資産及び担保付債務 ※１        ────── 

 担保に供している資産は次のとおりであります。  
 
投資有価証券 2,862千円

計 2,862千円
  

 

 担保付債務は次のとおりであります。  
 
短期借入金 500,000千円

一年内返済予定長期借入金 100,000千円

長期借入金 50,000千円
  

 

※２ 授権株式数及び発行済株式総数 ※２ 授権株式数及び発行済株式総数 
  
授権株式数   普通株式 18,000,000株

発行済株式総数 普通株式 7,061,288株
  

  
授権株式数   普通株式 56,000,000株

発行済株式総数 普通株式 14,245,776株
  

※３ 自己株式 ※３ 自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式114,278

株であります。 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式371,396

株であります。 

※４ 配当可能利益からの控除額 ※４ 配当可能利益からの控除額 

 配当可能利益から控除することとされている商法

施行規則第124条第３号に規定する純資産額は

34,941千円であります。 

 配当可能利益から控除することとされている商法

施行規則第124条第３号に規定する純資産額は

84,104千円であります。 

※５ 関係会社項目 ※５        ────── 

 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。 

 

  
流動負債 金額 

買掛金 632,862千円
  

  
 

 
  
 ６ 偶発債務 

債務保証 

 次の関係会社等について、取引先への支払に対し

債務保証を行っております。 

 

  
保証先 金額 内容 

㈱プレント 102,900千円 リース債務 
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当期中の発行済株式数の増加 

 発行年月日 発行形態 
発行株式数

(株) 
発行価格(円)

資本組入額

(円) 

第25期 平成17年５月２日 
新株引受権の行使 

（ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ） 
7,800 185 725,400 

 平成17年５月13日 
新株引受権の行使 

（ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ） 
1,300 185 120,900 

 平成17年５月19日 
新株引受権の行使 

（ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ） 
1,300 185 120,900 

 平成17年５月19日 
新株引受権の行使 

（ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ） 
1,300 185 120,900 

 平成17年５月19日 
新株引受権の行使 

（ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ） 
6,500 185 604,250 

 平成17年５月25日 
新株引受権の行使 

（ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ） 
3,900 185 362,700 

 平成17年５月26日 
新株引受権の行使 

（ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ） 
1,300 185 120,900 

 平成17年５月26日 
新株引受権の行使 

（ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ） 
6,500 185 604,250 

平成17年５月26日 
新株引受権の行使 

（ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ） 
1,300 185 120,900 

平成17年５月26日 
新株引受権の行使 

（ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ） 
1,300 185 120,900 

平成17年５月27日 
新株引受権の行使 

（ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ） 
7,800 185 725,400 

平成17年５月27日 
新株引受権の行使 

（ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ） 
1,300 185 120,900 

平成17年５月27日 
新株引受権の行使 

（ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ） 
1,300 185 120,900 

平成17年５月30日 
新株引受権の行使 

（ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ） 
5,200 185 483,600 

平成17年５月30日 
新株引受権の行使 

（ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ） 
1,300 185 120,900 

平成17年５月31日 
新株引受権の行使 

（ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ） 
2,600 185 241,800 

 

平成17年５月31日 
新株引受権の行使 

（ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ） 
1,300 185 120,900 

 平成17年５月31日 
新株引受権の行使 

（ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ） 
1,300 185 120,900 

 平成17年５月31日 
新株引受権の行使 

（ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ） 
1,300 185 120,900 

 平成17年10月20日 株式分割（１：２） 7,117,188 － － 

 平成18年２月24日 
新株予約権の行使 

（ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ） 
1,400 364 254,800 

 平成18年２月28日 
新株予約権の行使 

（ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ） 
10,000 364 1,820,000 
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（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 
 
売上高 236,110千円

受取利息 8,712千円
  

 
売上高 653,762千円

受取利息 11,494千円

支払利息 5,049千円
  

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は55％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は45％であ

ります。 

※２ 販売費及び一般管理費の全額が一般管理費に属す

るものであります。 

主要な費目および金額は次のとおりであります。 主要な費目および金額は次のとおりであります。
  
役員報酬 136,245千円

給料手当 289,364千円

賞与 52,248千円

賞与引当金繰入額 10,790千円

法定福利費 50,438千円

支払手数料 53,347千円

有形固定資産減価償却費 7,973千円

無形固定資産減価償却費 18,823千円

長期前払費用償却費 1,000千円

賃借料 57,237千円
  

  
役員報酬 136,218千円

給料手当 96,406千円

賞与引当金繰入額 14,204千円

支払手数料 39,225千円

減価償却費 23,949千円

賃借料 25,225千円
  

※３ 固定資産除却損は、建物394千円、工具器具及び備

品175千円であります。 

※３ 固定資産除却損は、工具器具及び備品712千円であ

ります。 
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（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．借主側 １．借主側 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当額 
 

 
取得価額相
当額 
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円）

機械及び装置 2,172,587 1,028,213 1,144,374

その他 35,679 23,554 12,125

合計 2,208,267 1,051,767 1,156,499

  

 

 
取得価額相
当額 
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円）

機械及び装置 2,484,759 1,098,141 1,386,617

その他 27,722 10,879 16,842

合計 2,512,481 1,109,021 1,403,460

  
(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

  
１年内 464,929千円

１年超 720,804千円

合計 1,185,733千円
  

  
１年内 513,485千円

１年超 905,961千円

合計 1,419,446千円
  

(3）支払リース料、減価償却費相当額および支払利息

相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額および支払利息

相当額 
  

支払リース料 580,812千円

減価償却費相当額 551,002千円

支払利息相当額 21,382千円
  

  
支払リース料 587,872千円

減価償却費相当額 562,998千円

支払利息相当額 21,616千円
  

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 

２．貸主側 ２．貸主側 

未経過リース料期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 464,929千円

１年超 720,804千円

合計 1,185,733千円
  

  
１年内 511,328千円

１年超 899,275千円

合計 1,410,604千円
  

（注） 上記はすべての転貸リース取引に係る貸主側の

未経過リース料期末残高相当額であります。 

なお、当該転貸リース取引はすべて同一の条件

で第三者にリースしているので同額の残高が上記

の借主側の未経過リース料期末残高相当額に含ま

れております。 

同左 

 
（有価証券関係） 
前事業年度（平成 17年２月 28日現在）及び当事業年度（平成 18年２月 28日現在）における子会社株式で時
価のあるものはありません。 
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（税効果会計関係） 
前事業年度 

（平成17年２月28日） 
当事業年度 

（平成18年２月28日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
 
繰延税金資産（流動） （単位：千円）

未払事業税・事業所税 4,763

賞与引当金繰入超過額 4,369

少額固定資産 671

未払法定福利 500

繰延税金負債（流動） 

特別償却準備金 △ 1,949

繰延税金資産（流動）の純額 8,354

 

繰延税金資産（固定） 

貸倒引当金繰入超過額 16,792

投資有価証券評価損 16,706

少額固定資産 464

会社分割により交付を受けた株
式に係る税効果額 

28,435

その他 198

繰延税金負債（固定）  

特別償却準備金 △ 3,040

その他有価証券評価差額金 △ 23,774

繰延税金資産（固定）の純額 35,783

繰延税金資産合計 44,138
  

 
繰延税金資産（流動） （単位：千円）

未払事業税・事業所税 2,174

賞与引当金繰入超過額 5,751

少額固定資産 512

未払法定福利 668

繰延税金負債（流動） 9,106

特別償却準備金 △ 1,949

繰延税金資産（流動）の純額 7,156

 

繰延税金資産（固定） 

貸倒引当金繰入超過額 1,269

投資有価証券評価損 13,835

少額固定資産 48

会社分割により交付を受けた株
式に係る税効果額 

28,435

その他 394

繰延税金負債（固定）  

特別償却準備金 △ 1,090

その他有価証券評価差額金 △ 57,223

繰延税金資産（固定）の純額 △ 14,331

繰延税金資産合計 △ 7,174
  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主要な項目別内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主要な項目別内訳 
 
法定実効税率 40.49％

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されな
い項目 

5.80

住民税均等割額 0.34

会社分割により交付を受けた株式
に係る税効果額 

△ 14.82

その他 0.10

税効果会計適用後の法人税等の負
担率 

31.91％

  

 
法定実効税率 40.49％

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されな
い項目 

3.43

住民税均等割額 0.15

受取配当金等永久に益金に算入さ
れない項目 

△ 0.08

その他 0.65

税効果会計適用後の法人税等の負
担率 

44.64％
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（１株当たり情報） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

 

１株当たり純資産額 284円69銭

１株当たり当期純利益 18円87銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 18円71銭

  

 

１株当たり純資産額 147円70銭

１株当たり当期純利益 7円65銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 7円65銭

   
当社は、平成17年10月20日付で株式１株につき２株の

株式分割を行っております。 

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。 
  

１株当たり純資産額 142円35銭

１株当たり当期純利益 9円44銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 9円36銭

  
（注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

 
前事業年度 

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 130,653 106,714 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） － － 

期中平均株式数（株） 6,923,544 13,945,011 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － － 

（うち支払利息(税額相当額控除後)） － － 

普通株式増加数（株） 59,273 8,871 

（うち新株予約権） （  59,273） （  8,871）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

新株予約権（１種類57,500株）。 新株予約権（１種類97,800株）。

 
1株当たり指標遡及修正値 
決算短信に記載されている 1株当たり指標を 18年２月期の数値を 100として、これまでに実施した株式分割等
に伴う希薄化を修正・調整した数値に表示しますと以下のとおりとなります。 

17年２月期 18年２月期  
中間 期末 中間 期末 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

１株当たり当期純利益 4 36 9 44 7 51 7 68 

１株当たり配当金 － 3 50 － 5 00 

１株当たり株主資本 137 36 142 35 158 86 148 93 

（注）18年２月期に株式分割を実施 
効力発生日 17年 10月 20日に１：２の株式分割 



－  － 
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（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

────── 当社は、平成 18年４月 10日開催の取締役会において、
デジタルコンテンツ事業の映像企画力を強化し、収益性

を高めることを目的として平成 18年４月 24日（予定）
に、株式会社ティーシー・マックスの株式を取得し子会

社化することを決議いたしました。 
株式取得に関する決議の概要は次のとおりでありま

す。 
１．株式取得の相手先の名称 
金子彰宏 他 
２．買収会社の名称、事業内容、規模 
（会社の名称） 
株式会社ティーシー・マックス 
（事業内容） 
ＴＶＣＭ企画制作 
（規模） 
平成 17年４月期売上高  1,657百万円 
３．株式取得の時期 
平成 18年４月 24日（予定） 
４．取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率

取得株式数 776株（予定） 
取得価額  未定 
持分比率  97％（予定） 

 



－  － 
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７．役員の異動 

（１）代表者の異動 

該当事項はありません。 

（２）その他の役員の異動 

①退任監査役 

（常 勤）監査役 前田和雄（平成 17 年８月 31 日付辞任） 

②役職の異動 

（常 勤）監査役 今谷明義（前非常勤監査役 社外監査役） 

 


